事業資産譲渡契約書
【甲の氏名・商号】（以下、「甲」という。）と【乙の氏名・商号】（以下、「乙」という。）は、甲が運営する以下の対象事業にかかる資産を譲渡する件について、以下のとおり契約を締結する。

■対象事業
　事業の名称：
　事業の種別：
　主な所在地：

第1条（事業資産譲渡）
1．甲は乙に対し、対象事業に係る事業資産（以下、「本件事業資産」という。）を譲渡し、乙はこれを譲り受ける（以下、「本件事業資産譲渡」という。）。

第2条（譲渡対象）
1．本件事業資産譲渡に際し、甲は乙に対し、引渡期日（第6条第1項に定める。）現在における本件事業資産に属する以下の各財産（以下、「譲渡財産」という。）を譲渡するものとする（詳細は別紙「譲渡財産一覧」のとおり）。
　a．有形固定資産（設備・備品・在庫等）
　b．無形資産（顧客リスト・ノウハウ・商標・営業権等）
　c．事業に関する契約上の地位（取引先契約・賃貸借契約等、相手方の承諾を要するものを含む。）
　d．【その他合意した資産（任意追記）】
2．譲渡財産は前項に列挙されたものに限る。以下は前項に明記されない限り、譲渡財産とならない。
　a．本件事業資産に関し、事業資産譲渡日前日までに発生する一切の金銭債権債務および譲渡財産から生じた賃料・利息等
　b．本件事業資産に関する許認可・免許（ただし、事業資産譲渡による地位承継等ができる場合を除く。）
　c．【その他合意した資産（任意追記）】
3．許認可・免許について、甲は乙による再申請手続に誠実に協力するものとする。

第3条（譲渡代金）
1．乙は甲に対し、本件事業資産譲渡の代金として金【　】円（消費税別途、以下、「本件譲渡代金」という。）を支払うものとする。なお、消費税の取扱は当事者間で別途確認するものとする。

第4条（ラッコM&A利用料金）
1．甲および乙は、ラッコ株式会社（以下、「丙」という。）に対し、丙の運営するプラットフォームサービス「ラッコM&A」のラッコM&A利用料金を支払うものとする。甲にかかるラッコM&A利用料金はオプションサービス等を利用した際に発生する。

第5条（支払方法）
1．甲および乙は、本件譲渡代金およびラッコM&A利用料金の支払方法として、丙が提供するエスクローサービスを利用する。
2．乙は、本件譲渡代金およびラッコM&A利用料金を第6条第1項に定める引渡期日の前日までに丙がエスクローサービスにおいて指定する口座に入金するものとし、同送金により代金の支払とみなす。
3．丙は乙による第6条に定める検収が完了した旨の通知を受領した場合には、3営業日以内に甲の指定する口座に本件譲渡代金から甲が負担するラッコM&A利用料金を控除して送金する。
4．事業資産譲渡契約締結後に第3条に定める譲渡代金が減額に至った場合、減額した代金はエスクローサービスの対象とはならず甲乙間において直接に精算を行うものとし、第4条に定めるラッコM&A利用料金の変更はなされない。

第6条（引渡および検収）
1．甲は乙に対し、【　年　月　日】（以下、「引渡期日」という。）までに、甲と乙が協議の上、決定する方法により譲渡財産を引き渡すほか、甲から乙への譲渡に必要な手続を行わなければならない。
2．譲渡財産の引渡は、乙が譲渡財産の検収を行い、甲および丙に対し、合格を通知することにより完了するものとする。ただし、乙は甲および丙に対し、譲渡財産の引渡を受けた時から14日以内（土日、祝日を含む。）に検収の合否を通知しなければならず、同期間内に通知がない場合は検収を完了したものとみなす。引渡が完了した日を事業資産譲渡日とする。前段により検収を完了したものとみなす場合、丙のエスクロー金の取扱は、ラッコM&A利用規約の定めるところによる。
3．本条2項に規定する引渡完了前に生じた譲渡財産の滅失・毀損その他一切の損害は、乙の責めに帰すべき場合を除き甲の負担とし、事業資産譲渡日以降に生じたこれらの損害は、甲の責めに帰すべき場合を除き乙の負担とする。
4．本件事業に関する債権は、事業資産譲渡日前日までに発生したものは甲に帰属し、事業資産譲渡日以降に発生するその他の債権は全て乙に帰属する。
5．本件事業資産譲渡により、事業資産譲渡日前日までに発生した事由による甲の債務は乙に承継されないものとする。ただし、別紙「承継債務一覧」に記載の債務については、免責的債務引受の手続（債権者の承諾を要する）により乙が承継するものとし、甲は、引渡期日までに当該承諾の取得に努め、取得できなかった債務については甲が引き続き負担する。また、乙が甲の商号・屋号を続用する場合の会社法22条2項（商法17条2項）の免責措置は甲乙協議のうえ乙が行う。
6．譲渡対象に第三者との契約が含まれる場合、甲は乙に対し、当該契約上の地位を移転し、当該移転について契約の相手方の承諾を得ることなど必要な手続に協力しなければならない。相手方の承諾が得られない契約については、譲渡財産から除外するものとし、その取扱および対価への影響は甲乙が協議して定める。
7．甲および乙は相互に協力して、誠実に引渡を行わなければならない。甲または乙が正当な理由なく引渡に協力しない場合、その相手方は、当該当事者に対して相当の期間を定めて催告し、なお履行がない場合は本契約を解除することができるものとする。
8．前項の場合において、丙は、ラッコM&A利用規約に従い、譲渡手続の進行を催告し、または譲渡手続を打ち切ることができる。その場合のエスクロー金の取扱は、同利用規約による。
9．本条第7項により本契約が解除された場合、解除を行使した当事者は、解除により生じた損害の賠償のほか、遅延1日につき金10,000円の遅延損害金を相手方に請求できるものとする。また、丙は、譲渡が完了していれば発生したはずの利用料金相当額を、解除の原因を生じさせた当事者に対して請求できるものとする。
10．甲および乙は、第2項の検収完了により丙から甲に対するエスクロー金の送金が行われることを確認する。丙は、登記、名義変更、許認可の取得その他の個別の譲渡手続が完了しているか否かを確認しない。
11．前項の手続が送金後に完了する見込みである場合、甲および乙は、あらかじめその取扱を第18条（特記事項）に定めるものとする。

第7条（精算ならびに回収・支払の代行）
1．事業資産譲渡日以降、乙が受領すべき金員を甲において受領した場合、または甲が受領すべき金員を乙において受領した場合は、甲および乙は相手方の指定する口座に振込によりすみやかに返還を行うものとする。
2．その他詳細については、甲乙別途協議の上決定するものとする。

第8条（引継・協力義務）
1．甲は、事業資産譲渡日後【　】ヶ月間、乙の合理的な要請に応じ、本件事業資産の引継に必要な情報提供・取引先紹介・従業員への説明その他の協力を行うものとする。
2．前項の引継協力に要する費用の負担については、特記事項または事業資産譲渡日後の別途合意による。

第9条（表明および保証）
1．甲は、乙に対し、本契約締結日現在および引渡期日現在において、以下の事項が真実かつ正確であることにつき表明し、かつ保証する。
　a．甲は譲渡財産につき譲渡を行う権限を有しており、譲渡財産につきいかなる第三者の権利も付着しておらず、譲渡財産の譲渡または乙による使用に関する制限が存在しないこと。
　b．本件事業資産または本契約に関して、いかなる訴訟、仲裁、調停、その他の法的手続も係属しておらず、いかなる法律、規則、命令等の違反もなく、また、甲の知る限りそのおそれもないこと。
　c．甲が乙に対して開示した財務情報は、真実かつ正確なものであり、重要な情報は本契約締結日前に全て乙に開示されていること。
　d．本件事業資産につき重大な悪化が生じておらず、また、本件事業に重大な悪影響を与える事由が発生していないこと。
　e．本契約の締結・履行に必要な内部手続（重要な財産の処分に該当する場合の取締役会決議を含む。）を適法に完了していること、または引渡期日までに完了する予定であること。

第10条（事業資産の管理）
1．甲は、譲渡財産の引渡完了までの間、善良なる管理者の注意義務をもって、本件事業資産を通常の状態に維持管理する。
2．甲は、通常の事業資産の管理によるものを除き、本件事業資産について、譲渡、担保権設定、その他の一切の処分を行わないものとする。

第11条（契約解除・損害賠償）
1．甲または乙は、相手方が本契約の重要な条項に違反し、相当の期間を定めて催告したにもかかわらず是正されない場合、本契約を解除することができる。ただし、以下の場合は催告なく直ちに解除することができる。
　a．破産・民事再生・会社更生の申立てがなされた場合
　b．第12条（反社会的勢力の排除）に違反した場合
　c．第9条（表明および保証）に重大な虚偽があった場合
2．甲および乙は、本契約を解除した場合、丙に対し解除の事実を通知しなければならない。合意解約の場合も同様とする。
3．甲または乙が本契約を解除した場合、乙は10営業日以内に甲より引き渡された全ての譲渡財産を甲に返却し、複製したデータおよび印刷物は全て破棄・消去するものとし、甲は受領済の本件譲渡代金を乙に返還するものとする。これらの義務は同時に履行するものとする。なお、エスクロー金が丙に保管されている間に本契約が解除された場合の取扱は、ラッコM&A利用規約の定めるところによる。
4．本条第1項の場合において、損害を被った相手方は、違反者に対し、契約違反によって被った損害の賠償を請求することができる。
5．甲または乙が本契約に基づく金銭債務の支払を遅延したときは、支払期日の翌日から支払済に至るまで、年14.6％（年365日日割計算）の割合による遅延損害金を支払うものとする。

第12条（反社会的勢力の排除）
1．甲および乙は、自ら（主要な出資者、役員、従業員、代理人、媒介者、およびそれに準ずる者を含む。）が暴力団、暴力団員・準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団、その他公益に反する行為をなす者（以下、「反社会的勢力」という。）でないこと、過去5年間もそうでなかったことおよび反社会的勢力と資金提供、便宜供与その他いかなる関係も有しないことを表明し、かつ将来にわたっても反社会的勢力とのいかなる関係も有しないことを誓約する。
2．甲および乙は、自らまたは第三者を利用して、暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為、取引に関して脅迫的な言動または暴力を用いる行為、風説を流布し、偽計または威力を用いて相手方の信用を毀損し、または相手方の業務を妨害する行為、その他これらに準ずる行為を行わないことを誓約する。
3．甲または乙が、本条に抵触した場合には、その相手方は何らの催告を要せず、直ちに本契約を解除することができる。また、本条に基づく解除によって、違反した当事者に損害が生じても、相手方は何らこれを賠償ないし補償することは要せず、解除した者に損害が生じたときは、違反した当事者はその損害を賠償する。

第13条（不可抗力）
1．天変地異その他甲乙の責めに帰すべからざる事由により、本契約の全部または一部が履行不能になった時は、本契約はその部分について、当然に効力を失う。この場合の既払金の取扱いは甲乙協議のうえ定める。

第14条（秘密保持）
1．本契約において「秘密情報」とは、本件事業資産譲渡に関連して、甲と乙が、相手方より書面、口頭もしくは電磁的記録により提供もしくは開示された、相手方に関する技術、事業、業務、財産または組織に関する全ての情報を意味する。甲乙ともに相手方より入手したあらゆる秘密情報を本契約の目的のみに使用するものとし、本契約の目的のために必要な範囲で、受領当事者の取締役、監査役、役員、従業員、弁護士、公認会計士、税理士その他の守秘義務を負う専門家に対して開示する場合を除き、開示当事者の事前の書面または電磁的記録による承諾を得ることなく、第三者に開示してはならない。ただし、以下のものについては、秘密情報から除外する。
　a．相手方から提供もしくは開示がなされた時または知得したときに、既に一般に公知となっていた、または、既に知得していたもの
　b．相手方から提供もしくは開示または知得した後、自己の責めに帰せざる事由により刊行物その他により公知となったもの
　c．提供または開示の権限のある第三者から秘密保持義務を負わされることなく適法に取得したもの
　d．秘密情報によることなく単独で開発したもの
　e．相手方から秘密保持の必要なき旨書面または電磁的記録で確認されたもの
2．甲と乙は、秘密情報を相手方の書面または電磁的記録による同意なしに丙以外の第三者に提供、開示または漏洩しないものとする。
3．甲と乙は、本件の評価、検討および本契約に基づく権利義務の履行のため、銀行、弁護士、公認会計士、税理士その他の守秘義務を負う専門家に対して、自己と同一の秘密保持義務を課した上で、本条第1項の情報を開示することができる。ただし、可能な限り事前に、または事後速やかにその旨を相手方に通知するものとする。
4．本条第2項の定めにかかわらず、甲と乙は、法律、裁判所または政府機関の強制力を伴う命令、要求または要請に基づき、秘密情報を開示することができる。ただし、当該命令、要求または要請があった場合、速やかにその旨を相手方に通知しなければならない。
5．本契約が解除された場合、甲と乙は、相手方から開示を得た秘密情報を返還し、または廃棄したうえ、なおこれに関連して秘密保持義務を負う。

第15条（紛争解決）
1．本契約の履行に関して、甲乙間または第三者との間で紛争が生じた場合、甲および乙は、自己の責任と負担において当該紛争を処理しなければならない。
2．丙は、当該紛争に原則として関与しない。ただし、紛争当事者、紛争当事者の弁護士または裁判所等の正当な権利を有する者から請求があった場合には丙は紛争解決に必要かつ最小限の範囲において、当該紛争に関する情報（丙提供サービス上での甲乙の登録情報、売買交渉のチャットログ等）の提供その他の援助を行うことができるものとし、甲および乙はあらかじめこれに同意する。
3．丙は、前項に基づき情報提供をした場合、提供した日時、提供先および理由を記録し、7年間保管するものとする。また、提供した情報の内容については、故意または重過失がある場合を除き、丙は一切の責任を負わないものとする。

第16条（準拠法および合意管轄）
1．本契約は日本法を準拠法とし、日本法に従って解釈されるものとする。甲と乙は、本契約に関し裁判上の紛争が生じた時は、【合意管轄地名】地方裁判所または【合意管轄地名】簡易裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意する。

第17条（協議解決）
1．本契約に定めのない事項については、甲乙協議の上決定する。

第18条（特記事項）
1．下記特記事項欄のとおりとする。特記事項と本契約の他の条項が矛盾、抵触する場合は、矛盾、抵触の範囲において、特記事項が優先する。

■特記事項
	（特記事項がある場合はこちらに記載）
【記載例】送金後に譲渡手続が完了する場合
・甲は、事業資産譲渡日から【　】日以内に、登記変更、名義変更、許認可の再取得を完了させ、乙に対しその完了証明書等を交付する。
・甲が前項の期限までに履行しない場合、乙は甲に対し、1日につき金【　】円の遅延損害金を請求できる。
・甲は、本契約に定める送金の受領後も、前項の手続が完了するまで第8条（引継・協力義務）に基づく協力義務を負う。






以上、本契約締結の証として本書2通を作成し、甲乙記名捺印または署名捺印の上、それぞれ各1通を保有する。ただし、本契約を電子契約にて締結した場合には、本契約の成立を証するため、電子契約書ファイルを作成し、それぞれ電子署名を行う。この場合、電子データである電子契約書ファイルを原本とし、同ファイルを印刷した文書はその写しとする。

年　月　日

甲（所有者）
住所または本店所在地

氏名または商号・代表者名

乙（購入者）
住所または本店所在地

氏名または商号・代表者名

■別紙（必要に応じて作成・添付）
別紙1：譲渡財産一覧
※具体的かつ詳細に記載を推奨します。
　無形資産は識別情報等の特定できる情報を記載してください。
（例：ドメイン名、商標登録番号、アカウントID、契約番号等）

別紙2：承継債務一覧
※債権者名、債務の発生原因、内容、金額、弁済期、担保・保証の有無を記載してください。

【ご利用にあたって】（本欄は書式の説明です。作成の際は削除してください。）
※本書類は、ラッコM&Aをご利用の方の参考として提供するひな形です。法的効力を保証するものではありません。
※案件により必要な条項・手続は異なります。実際のご利用にあたっては、内容が案件に適合するかを含め、専門家にご確認ください。
※本書類の内容は予告なく変更することがあります。
※事業に用いる資産の譲渡を想定しています。得意先や従業員を含めて事業を一体として譲渡する場合は、事業譲渡契約書をご利用ください。
※不動産を含む場合は、別途専門家の関与が必要になることがあります。
※本契約はラッコM&Aのエスクローサービスの利用を前提としています。
ラッコM&Aひな形　rakkoma.com
